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基本的な考え方

具体的なサービスの実現※

① 個⼈番号カードを、テレビ、タブレット、スマート
フォン等でも利⽤可能とする

② ⾝近な⽣活情報の提供など
（電⼦⺟⼦健康⼿帳等の閲覧、防災情報提供、
⾒守りサービス等）

③ 電⼦私書箱(いわゆるワンストップサービス等)

④ 国等が⾏う電⼦調達

(1)来年⼀⽉以降、個⼈番号カードは全国⺠に無料交付、対応する公的個⼈認証サービスが開始。
(2)こうした環境下、全ての国⺠利⽤者にカードを取得していただくには、政府⼀体となった、以下の取組が重要。
①⾏政・⺠間の可能な限り幅広い分野において、個⼈番号カード・公的個⼈認証サービスの普及拡⼤。
②個⼈番号カードを使った、「⽬に⾒えるメリットある、使いやすいサービス」の充実。

※ 公的個人認証サービス利活用推進事業（平成27年度 ５億円）を活用。

基本的考え⽅

項⽬ 実証地域 概要

① アクセス⼿段の
拡⼤

⻑野県須坂市
富⼭県南砺市
三重県いなべ市等

ⅰ)CATVのセットトップボックスのカー
ドリーダーに個⼈番号カードをか
ざす

ⅱ) ⾃治体の施設予約等を実施

② ⾝近な⽣活
情報等の提供 群⾺県前橋市

ⅰ)ＰＣのカードリーダーや、タブレット
に個⼈番号カードをかざす

ⅱ)電⼦⺟⼦健康⼿帳等にアクセス

③ 電⼦私書箱 屋内実証
⽇本郵便、⽇本放送協会、⽇本⽣
命等の協⼒を得てサービス（引越⼀
⻫通知のワンストップサービス）実証
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• 個⼈番号カードに標準搭載されることが⾒込まれる公的個⼈認証サービスについて、⺠間分野や⾏政分野における利活⽤を促進
するため、技術課題の検証及びルールの策定等を実施し、個⼈番号カードの利活⽤事例の先⾏導⼊を創出。

２７年度実証事業の概要 2

（２）利用者証明用電子証明書を活用した資格確認サービスの検証

 利用者証明用電子証明書を活用した資格確認サービスの実現に係る課題の検証（速度向上、設置環境に配慮したＪＰＫＩの実現方法等）を行う。

（１）電子私書箱を活用したワンストップサービスの検証

ケーブルテレビ、スマートテレビにおける個人番号カードの読み取り等の実装に向けた検討を行う。

（４）ケーブルテレビやスマートテレビからの利用者認証サービスの検証

 『電子私書箱から送付される文書』について、受取人において、①作成者本人によって作成された文書であること（非改ざん性・本人性）が確認で
きること、②権限の委任（証明書の作成権限のある者が作成した書類であること）があることを確認できる仕組みの検討を行う。

（３）コンビニにおける個人番号カードの活用に向けた検証

（６）民間分野と公的分野の連携の在り方検討

コンビニのキオスク端末において個人番号カードを活用した戸籍等の証明書の交付を実現するための個人番号カードの読み取り機能や証明書交
付機能の実装に向けた検討を行う。

（５）政府調達手続におけるワンストップサービスの検証

法人の代表者から委任を受けた者が対面・書面なく電子申請・電子契約等を行うことを可能とする制度的措置及びシステム構築に向けた検討を
行う。

公的個人認証サービスを活用した民間分野と公的分野の連携の在り方について検討を行う。



民間企業

個人
（申請者）

法人
（証明書発行機関）

電子私書箱 行政機関

申請書及び第三者
作成の証明書を送付

（１）電子私書箱を活用した申請手続ワンストップサービス
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書
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電
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書

申請書を作成・電⼦署名
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付

私書箱

資格情報DB

証明書を作成・代表者が署名

申請
文書
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証
明
書
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書

電
子
証
明
書
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文書

電
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証
明
書

証明
書

電
子
証
明
書

個⼈番号カード等を
使って申請書送付

【概要】
電⼦私書箱は、個⼈⼜は法⼈からの依頼に基づき、「個⼈等（申請者）が作成した申請書」及び「第三者が作成した
証明書」を⾏政機関等に対して、ワンストップで提供する。
【検討課題】
『電⼦私書箱から送付される⽂書』について、受取⼈において、①作成者本⼈によって作成された⽂書であること
（⾮改ざん性・本⼈性）が確認できること、②権限の委任（証明書の作成権限のある者が作成した書類であること）
があることを確認できる仕組みを検討。
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個⼈番号カード

法⼈代表者

個⼈番号カード

代表者電⼦証明書

権限の委任

【法⼈代表者証明書】
①法⼈の実在性、代表
者の確認

電⼦証明書

委任権限情報
・法⼈番号
・代表者⽒名・住所
・受任者⽒名・住所
・委任の範囲
・担当者シリアル番号

電
子
証
明
書

②担当者の証明書作成
権限の有無について確認

書類の真正性（内容・
作成者）権限を確認

書類の真正性（内容・
作成者）権限を確認

担当者

電⼦証明書

証明書の例
・税務署への保険料控除申請時の保険会社からの証明書
・就職企業先への大学等の卒業証明書
・自治体への保育所利用申請時の雇用証明書

公的個⼈認証サービス
証明書発行･失効等管理

地⽅公共団体情報システム機構 法務省

商業登記認証局

⺠間認証局

証明書発行・失効等管理

⺠間認証局

証明書発行・失効等管理

政府認証基盤（GPKI）のブリッジ認証局との相互認証政府認証基盤（GPKI）のブリッジ認証局との相互認証

個⼈番号カード ⺠間認証局
電⼦証明書

⺠間認証局
電⼦証明書

⺠間認証局
電⼦証明書

担当者、申請者の
実在性の確認



共通認証プラットフォーム（医療分野）

I
F
サ
␗
バ

保険者

医療機関
医療機関 利⽤者管理

署名⽤シリアル番号

利⽤者証明⽤シリアル番号
I
F
サ
␗
バ

公的個⼈認証サービス
IFサーバ

資格確認機能

公的個⼈認証サービス

利⽤者証明⽤
電⼦証明書管理

署名⽤
電⼦証明書管理

③証明書の有効性確認

資格確認端末

タッチ

②証明書の有効性確認

①資格確認端末による認証

保険資格紐付けID

被保険者管理
共通認証プラットフォームID

I
F
サ
␗
バ

⑤確認結果
資格統合サーバ

集約

利⽤者

保険者

被保険者管理

I
F
サ
␗
バ

④資格確認

（２）利用者証明用電子証明書を活用した資格確認サービス 4

【概要】
サービス利⽤時において、利⽤者が個⼈番号カードをリーダにかざすことでオンラインによる当該サービス利⽤に係
る資格の即時確認サービスを実現する。
【検証課題】
・端末設置場所、電源や通信回線が不⼗分な事態にも対応するため、環境に依存しない資格確認⼿法、資格確認端末
設置者の負担が⼩さくなるようにするため、資格確認にモバイル端末の活⽤に向けた検証等を⾏う。

・共通プラットフォームにおける複数施設からの⼤量・同時アクセスにおける課題の検証を⾏う。

・
・
・
・
・

・
・
・
・
・

【医療機関のユースケースとした場合】

個⼈番号カード



個⼈

（３）コンビニにおける個人番号カードの活用に向けた検証 5

【概要】
個⼈番号カードを利⽤した住⺠票、印鑑登録証明書、⼾籍謄本等のコンビニでの交付を実現する。
【課題】
（１）利⽤登録機能の検証

・ 住所地と本籍地が異なる住⺠が、本籍地市区町村に対して利⽤登録を⾏うための機能検証
（２）⼾籍の記録事項証明書等取得機能の検証

・ 住所地と本籍地が異なる住⺠が、⼾籍の記録事項証明書及び⼾籍の附票の写しを取得するための機能検証
（３）サーバ連携機能の検証

・ JLISのサーバと本籍地市区町村の証明発⾏サーバの連携機能の検証

⼿数料⽀払い

コンビニ事業者

専用
回線

公的個⼈認証サービス

個⼈番号カード ①証明書の
交付申請

⾃治体

LGWAN

PDF

証明発行ｻｰﾊﾞ

証明書
記載
情報

③住所地に
申請情報の送信

③JLISに
申請情報の送信

④証明書情報
の送信（PDF） 証明書情報作成

（表面データ）
偽造防止情報作成

（裏面データ）

PDFPDF PDF

PDF

⑤証明書情報、
偽造防⽌情報の
送信

キオスク端末
（※）

⑥⼿数料の納付

⑦証明書の印刷

 
 

住 民 票 （例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この写しは、世帯全員の住民票の原本と相違ないことを証明する。 
２００Ｘ年（平成ＸＸ年）ＸＸ月ＸＸ日 
ＸＸＸＸ市長 ×× ××× 
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(※) 不特定多数の人が、タッチパネルなどの簡単な操作により、必要な情報にアクセスしたり、さまざまなサービスを利用したりすることができる端末装置。

普通紙の利用
（コピー用紙）

取り忘れ対策

従業員等を介さず交付
（住民がキオスク端末を操作）

通信の安全対策 既存住基



公的個⼈認証サービス

利⽤者証明⽤
電⼦証明書管理

署名⽤
電⼦証明書管理

③証明書の有効性確認

（４）ケーブルテレビやスマートテレビを活用した利用者認証 6

⾃宅

セットトップボックス

リモコン

無線
タッチ

個⼈番号カード
対応NFC

利⽤者

ケーブルテレビ事業者
共通認証プラットフォーム
（CATV分野）

顧客管理
CATV世帯ID

共通認証プラッ
トフォームID

I
F
サ
␗
バ

利⽤者管理

署名⽤シリアル番号

利⽤者証明⽤シリアル番号

I
F
サ
␗
バ

I
F
サ
␗
バ

共通認証プラットフォームID

公的個⼈認証サービス
IFサーバ

通知サービス機能

②ログイン要求

テレビ

①リモコンでの個⼈番号カード読込み

④通知サービス

CATV世帯ID

各種サービス事業者

⾃治体

施設予約
管理ＤＢ

ユーザＩＤ

ケーブルID
（個人）

・
・
・
・
・

【概要】
ケーブルテレビのセットトップボックスからのアクセスに加えて、リモコンやスマートテレビから個⼈番号カードを
使ったサービス利⽤の実現を図る。
【検証課題】
・ケーブルテレビやスマートテレビにおいて、個⼈番号カードを読み取り、利⽤者認証を実施するためのリモコンや
ＳＴＢ等への実装に向けた検討を⾏う。

・ケーブルテレビを活⽤した利⽤者への通知機能の提供の在り⽅について検討。

個⼈番号カード



国（政府調達システム）
企業等
担当者

【担当者】

【代表者】

公的個⼈認証サービス
証明書発行･失効等管理

地⽅公共団体情報システム機構 法務省

商業登記認証局

資格審査 ⼊札 契約
個⼈番号カード

②ログイン
／申請

資格申
請文書

電
子
証
明
書

③資格
審査確認

本⼈性等の確認

担当者の本⼈性及び申請書の真正性
についての確認

法⼈の実在性、担当者の権限委任等
の「資格」の有無についての確認

「資格」の有無等、⽂書の
真正性の確認

「資格」の有無等、⽂書の
真正性の確認

④電子
入札

⑤電子
契約

代表者電⼦証明書

地⽅公共団体

都道府県 市区町村

入札
文書

電
子
証
明
書

契約
文書

電
子
証
明
書

契約

落札者

価格

＜契約情報DB＞

⑥契約結果
登録

検索

（５）個人番号カード及び法人番号を活用した政府調達事務の効率化 7

【概要】
法⼈の代表者から委任を受けた者が、対⾯・書⾯なく電⼦申請・電⼦契約等を⾏うことを可能とする制度的措置及びシステム

構築に向けた検討を⾏い、個⼈番号カード及び法⼈番号を⽤いて、政府調達に関する⼊札参加資格審査から契約までの⼀貫した
電⼦化を2017年度から順次開始する。また、⼊札資格情報や調達情報の国・地⽅公共団体間での共有や、調達情報の取得を容易
にすることで、⺠間事業者による参⼊を促進するべく、2017年度から順次地⽅公共団体での上記システムの利⽤を可能とする。

⺠間認証局
電⼦証明書

資格申
請文書

電
子
証
明
書

⺠間認証局

証明書発行・失効等管理

⺠間認証局

証明書発行・失効等管理

政府認証基盤（GPKI）のブリッジ認証局との相互認証政府認証基盤（GPKI）のブリッジ認証局との相互認証

担当者の実在性の確認

法⼈代表者と 担当者
の委任関係の確認

法⼈の実在性、
代表者の確認

法⼈番号

法⼈代表者の証明書

担当者の証明書

権限情報

＜属性認証局＞代表者電⼦証明書 個⼈番号カード ⺠間認証局
電⼦証明書

①権限情報を登録

契
約
事
務
権
限
を
委
任

個⼈番号カード ⺠間認証局
電⼦証明書



個人番号カード・公的個人認証サービス等の利活用推進に関する検討

（１）個人番号カードの配布を目前に控え、個人番号カード及びこれを活用して提供される公的個人認証サービスの普及等を通じ、
番号制度の円滑な運用の確保が重要である。

（２）これまで、共通ＩＤ利活用ワーキングにおいて、上記普及推進に資するユースケースを設定し、関係者に生ずるコストや作業の
明確化を図ってきたところ。ケースによっては、事業化に向けた検討も可能な状況であり、政府の成長戦略などにも目標が明記
されている。

（３）以上を踏まえ、今後は、引き続き通信、放送、郵便分野など幅広い事業者の参加を得て、

① 利便性の高いユースケースの実証と、事業化に向けたシステム面・制度面の課題の明確化を図るとともに、

② 事業化可能と考えられるケースについては、今後のアクションプランの具体化を図る。

個人番号カード・公的個人認証サービスの
普及推進に関する検討体制

公的個人認証サービス普及推進
に関する検討

個人番号カード普及に関する検討

１）個人番号カードの具体的な利活用方策、普及推進策など

２）地方公共団体等における個人番号の具体的利活用方策、海
外居住者への行政サービス提供の方法等

１）下記の事業分野等における公的個人認証サービスの利活用方策

①ＣＡＴＶ等放送事業 ②通信事業 ③郵便事業

２）行政分野における公的個人認証サービスの利活用方策

３）その他公共分野における利活用方策

（利活用方策の例）
１）コンビニ交付(戸籍、イベントチケット等)
２）クレジットカード・サービスとの紐付・連携
３）個人番号カードに対応したＣＡＴＶ・ＳＴＢの実用化
４）電子調達・電子私書箱における活用(制度面・システ

ム面の課題明確化)
５）個人番号カードの活用事例の横展開(LG‐WAN・ASPの

活用等)
６）SIMカードへの証明書のダウンロード
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